
予算要求資料
令和２年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費　　　
	事業名　大都市圏販路拡大対策事業費　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　         農政部　農産物流通課　流通企画係　電話番号：058-272-1857
E-mail：  c11444@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　 9,510千円（前年度予算額：9,515千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	9,515
	1,700
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,815

	要求額
	9,510
	2,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,010

	決定額
	9,510
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,510


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
○
大都市圏

県産農産物の県外への販売拡大に向けて、三大都市圏（東京・大阪・名古
屋）向けに各市場圏の特性に合わせた販路拡大対策を展開する。

○
中部圏

第９９回中部圏知事会議をきっかけとした「中部圏のブランド食材の販売
促進に向けたワーキング・グループ」の活動を通じ、県産農産物のＰＲを
図るため、各県市が開催するイベントへの相互出店等に取組む。
（２）事業内容

（ア）県産農産物のブランド力向上を目指し、大都市圏に対し「飛騨牛」、「鮎」、「柿」を始めとする県産農産物の集中的なＰＲ活動を展開

· 情報発信力のある人材を活用したブランド農産物のＰＲ
· 首都圏における鮎メニューフェアの開催
· 首都圏における県産農産物のイベントへの出展
· 百貨店、高級果実専門店等での柿等の取扱い定番化を図るフェアの開催
· 県産農畜水産物を活用した料理教室の開催
（イ）関西圏でのテストマーケティング

· 県産農産物の主要販売先である関西圏において、ほうれんそう、トマト、えだまめ等に続く、新たな主力品目の育成及び6次産業化商品の販路先開拓を図るため、新品目のＰＲ及びテスト販売の機会を設ける。
　（ウ）「中部圏のブランド食材の販売促進に向けたワーキング・グループ」の取組み
· 各県市において開催されるイベントへの相互出店

· 中部圏ブランド食材イベント等への出展料負担

（３）県負担・補助率の考え方

大都市圏、中部圏への取組は、県の農業支援対策であり、県負担は妥当
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	964
	首都圏等の事業者との打ち合わせ等

	消耗品費
	943
	県産農産物の食材サンプル、事務費

	役務費
	173
	通信運搬費、輸送費

	委託料
	6,950
	鮎メニューフェア、農産物フェア、メニュー開発、調理委託等

	使用料
	170
	出展小間料等

	その他
	310
	中部圏相互出展料

	合計
	9,510
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
ぎふ農業・農村基本計画　「売れるブランドづくり」
　　大消費地における農畜水産物の販路拡大
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　首都圏における情報発信力のある人材やシェフを対象とした鮎の試食会、ホテル・レストランでのメニューフェア、高級果実店での岐阜柿の販売などに取り組み、ブランド力強化及び販売拠点を拡大します。

各県市において開催されるイベントへ相互出店し、県産農産物のＰＲを実施します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	飛騨牛新規取扱店舗
（首都圏）
	０
（H22）
	５９
（H28）
	７２
（H29）
	　９７
（H30）
	９９

（R2）
	98％

	ほうれんそう、えだまめ市場シェア（関西圏）
	1位

（H22）
	1位

（H28）
	1位
（H29）
	1位
（H30）
	1位

（R2）
	100％


	各県市のイベントへの乗り入れ
	1
（H25）
	３
（H28）
	１
（H29）
	２
（H30）
	９
 (R2)
	11%

	岐阜県イベントへの出展
	―
	９
（H28）
	９
（H29）
	９
（H30）
	９
（R2）
	100%


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（１）鮎及び農産物の首都圏のシェフに対する産地招聘　6月12,13日
（２）清流長良川の鮎フェア（１４店舗）
（３）首都圏の果実専門店での岐阜柿フェア　１１月開催
（４）中部圏の相互出展による農産物PR


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　トップブランドである飛騨牛、鮎に併せて、トマト、えだまめ、ほうれんそう、柿等の主要品目及び飛騨美濃伝統野菜をＰＲしており、相乗効果を期待できる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	· 飛騨牛、鮎の首都圏での取扱拡大対策は、生産者や県内卸業者等からの要望がある。
· 柿、いちご生産者団体から高級品の販路開拓の要望がある。
· 広域連携による県ブランド食材の利用促進のため、県の関与は妥当である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	· 飛騨牛新規取扱店舗は、Ｈ２３～３０年度で９７店舗増加している。
· ９県１市が一体となることにより、他県のイベント等の情報が円滑に共有できた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	· イベントの開催の際にはシェフが集まる組織を活用し周知するなど効率的かつ多数の人にＰＲできた。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
取扱量拡大対策と認知度向上対策は車の両輪であり、飛騨牛や鮎、岐阜柿の取扱い拡大対策を行うと同時に認知度向上に取り組むなど、効果的・効率的に行っていく必要がある。また、新たな品目の支援も必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　情報発信力の高い大都市圏での販路拡大対策については効果が高く、継続する。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


